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『近隣政府とコミュニティ開発法人 アメリカの住宅政策にみる自治の精神』は、現代
アメリカの住宅政策ならびにコミュニティ開発の分野で不可欠のアクターとなったコミュ
ニティ開発法人を包括的に研究することを通じて、(1)住宅という国民の福利厚生を左右す
る政策領域で、非営利の民間法人であるコミュニティ開発法人がいかなる役割を果たしう
るのか、(2)人々にとって身近な地理的範域である「近隣」でいかにしてデモクラシー（近
隣の自治）が成立しうるかを問うものである。この目的のために、本書においては、コミ
ュニティ開発法人の活動の実態、コミュニティ開発法人の活動を促す諸制度とそれを支え
る思想的背景、コミュニティ開発法人が住宅政策分野に登場するに至った歴史的経緯等々、
様々な角度からコミュニティ開発法人を研究しようと努めた。以下、本書を構成する 7 つ
の章と「結び」の要点を述べる。
第 1 章 参加デモクラシーと「近隣の自治」
今日、アメリカでは、公共の事がら (public affairs) への人びとの関心の低下がしばしば
いわれる。ベリー、ポートニーとトムソン（以下、ベリーらと表記）は、多くの人々が社
会的問題の解決を選挙で選ばれた公職者に委ねる一方で、自らはその課題に取り組むこと
を避けてきたことに言及する。また、ロバート・パットナムは、全国政党の高度の組織化、
外部資金の膨張、専門性の増進などによってもたらされた政治の「産業化」は、有権者を
自ら政治に参加する主体から、受動的な「消費者」に変えたとする。このような現象は、
有権者の投票行動のような狭義の政治過程に限られるものではなく、地域活動や学校運営
など公的活動への参加の減少にも見てとることができる。「草の根のデモクラシーを形づく
る日々の討議と熟慮への参加が、年を経るにつれて落ち込んできている」（パットナム）の
である。
他方で、公共の事がらへの関心の低下という状況に対して、多くの論者がオルタナティ
ブな構想を提示してきた。先のベリーらやパットナムの他にも、ベンジャミン・バーバー
やマイケル・サンデルらがいる。これらの論者が提示するオルタナティブは、広義には「参
加デモクラシー (participatory democracy) 」と総称してよいものである。たとえばベリー
らは、市民の「統治への参加」が可能であるためには、「参加デモクラシーの最適規模」が
構想されるべきであるとして、「隣人が互いに政治について語り合うコミュニティ」、「参加
の努力を払うすべての者が、定期的に顔を合わせて争点を議論する、小規模で無理のない
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近隣」がそれに該当するという。あるいはバーバーは、現代アメリカのデモクラシーの在
りようを「脆弱なデモクラシー」と「強靭なデモクラシー」に分け、前者が高度に組織化
された連邦政府を中心とする政治過程を指すのに対して、後者はコミュニティや近隣での
市民の直接参加と共同意思の形成を志向するアマチュアの政治であるとする。具体的には、
PTA やコミュニティ活動のなかで市民が熟議を重ね、行動し、共同の利益の実現を目指す
過程が構想される。
これらの主張に共通するのは、近隣 (neighborhood) と呼ばれる、身近な地域社会を単位
とする自治の構想である。ここにいう近隣とは、地方政府よりも狭域の、数千人程度の人
口を包含する地理的範域といってよい。実際、近隣を単位とする計画を住民がつくり、こ
れを基礎にして市政府が総合計画を策定する自治体もある。市民諮問会議のしくみを採用
するバーミングハム市やコミュニティ計画委員会の制度で知られるニューヨーク市などで
ある。したがって、近隣の自治とは、根拠のない夢想ではない。
それでは、近隣の自治は、どのような思想的背景に支えられているのであろうか。次章
では、ミルトン・コトラーの近隣政府論の検討を通じて、この問いへの応答を試みる。
第 2 章 ミルトン・コトラーの近隣政府論
本章では、コミュニティオーガナイジングの理論家、実践家として活躍したミルトン・
コトラーの近隣政府論 (neighborhood government) を俎上にのせる。近隣政府論は、地方
政府の領域をいくつかの近隣に分け、これを最基層の自治の単位として位置づけようとし
た点で、地方自治論のなかにユニークな位置を占める。また、本書の主題であるコミュニ
ティ開発法人という法人類型の淵源を考えるうえでも、きわめて示唆に富む。
その骨子は、地方政府の権能の一部を、かつてその権能を有していた近隣という単位に
再び移譲し、近隣を自治の権能を持つ最基層の政治的単位として位置づけるというもので
ある。コトラーは、近隣に移譲されるべき権能として、課税権ゾーニングの権限をあげる。
これは、自治体のなかのより小さな単位に一定程度の権限を移譲する自治体内分権として
理解することができるが、コトラーのユニークな点は、近隣政府の構想を実現するための
受け皿として、近隣法人という概念を提唱したことである。現行の制度では、地方政府よ
りもさらに下位の基層である近隣には、法人格がない。したがって、近隣政府論を実現す
るためには、近隣に法人格を与え、これを地方政府から移譲される権能の受け皿とする必
要がある。この受け皿が、近隣法人 (neighborhood corporation) である。
コトラー近隣政府論では、近隣という身近な地理的範域で、そこに住む人々が保健衛生
や教育、福祉といった共通課題を処理するために法人を設立し、この法人が近隣政府とし
て州政府によって承認され、自治的権能の最基層の担い手となる方略が構想される。この
方略は、一見荒唐無稽に思われる。しかし、アメリカのほとんどの州には、地方自治体が
存在しない地域 (unincorporated area) で住民の発意に基づいて自治体法人 (municipal
corporation) が設立される手続きが存在する。コトラー近隣政府論は、この自治体法人設
立手続きのアナロジーとして理解することもできる。
2
コトラーが提示した近隣政府が、構想通りに実現したわけではない。しかしながら、ア
メリカ全土に 4 千以上存在するとされるコミュニティ開発法人のなかには、近隣という範
域での人びとの共通課題の解決を使命とするものが数多くあり、そのなかには、近隣で生
じる問題をめぐる住民の意思決定を促す媒介役であろうとする法人も存在する。コミュニ
ティ開発法人は州政府によって承認された自治体法人ではないが、それが果たそうとする
役割は、コトラーの構想した近隣法人のそれに近いと思われるのである。
第 3 章 公共住宅政策の失敗
コミュニティ開発法人の最大の使命は、アフォーダブル住宅の供給である。本章では 20
世紀アメリカの住宅問題と住宅政策を概観し、コミュニティ開発法人によるアフォーダブ
ル住宅供給が必要とされる背景を考える。
アメリカにおいては、住宅問題への政府介入は、個人の自律を損ない、市場と財産権を
称揚する自由主義の伝統を脅かすものとされてきた。資本主義国の多くで、公共住宅は住
宅政策の根幹の 1 つであった。これに対して、アメリカでは、公共住宅供給に関する議論
が本格化するのは 1937 年合衆国住宅法の立法過程においてであり、しかも当初は、大恐慌
後の産業復興の観点からその効用が論じられたのである。
連邦政府による公共住宅の供給は 1949 年住宅法において本格化したが、同法が立法目的
を達成する手段とした都市再開発事業は、荒廃地区に指定される都心部の一定区域をクリ
アランスし、その跡地に低家賃公共住宅を建設するというものであった。実際の都市再開
発事業においては、クリアランスされた区域に建設される再開発の建造物に、既存の低所
得層の住民が入居できない事態が頻出した。同法に基づく公共住宅の供給実績は、目標を
大幅に下回り、さらに公共住宅への貧困層の集中という事態をも招いてしまった。
1960 年代には、連邦の住宅政策に明確な変化が表れる。公共住宅の直接供給から家賃補
助へと、政策の重点が移動したのである。1961 年住宅法の 221 条(d)3 に規定された家賃補
助プログラムが、この変化を象徴する。このプログラムは、民間の賃貸事業者が市場より
も低い金利で住宅モーゲージを設定し、これを市場価格で連邦抵当金庫に売却し、連邦政
府が差額を補うというものである。さらに 1961 年住宅法を引き継いだ 1968 年住宅都市開
発法 236 条も、債務元利支払いに対する補助を通じて、低中所得世帯の賃借を容易にしよ
うとするものであった。
しかし、1968 年住宅都市開発法は、大きな問題を引き起こすことになる。この法律は、
民間住宅事業者への出資を促すべく、出資者のための種々の税額控除のしくみを整備した
が、これが悪質な出資者の参入を許したのである。たとえば、出資者のなかには、税制優
遇には関心を抱くものの、住宅の質や長期的な運営には無関心となり、出資に見合う利益
を回収するや、ただちに住宅を売却するものも少なくなかった。また、開発事業者のなか
には、政府の補助金額を最大化するために、住宅建設費用を吊り上げるものも多くあった。
こうした欠陥は、236 条住宅の抵当流れの増大をもたらすこととなったのである。
これにとって代わるように、1970 年代なかばから後半にかけて、1974 年住宅コミュニテ
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ィ開発法 8 条に規定される家賃補助制度（8 条プログラム）が存在感を増していく。8 条プ
ログラムもまた、連邦政府による家賃補助であった。すなわち、住宅の賃料と賃借人の所
得の差額に対する補助である。同プログラムも、236 条プログラムと同様、住宅建設出資者
への税制優遇措置を組み込む制度であった。同プログラムの補助対象となった物件は、累
計で 85 万件を超える。しかしながら、同プログラムは、1983 年に廃止されている。
上記のような住宅政策の変遷を経て、1980 年代後半以降に注目を集めたのが、アフォー
ダブル住宅である。1990 年には、公共住宅を民間非営利団体に売却し、その管理下で低所
得層の住宅の確保を図る全国アフォーダブル住宅法が可決成立した。第 6 章でみるように、
アフォーダブル住宅の件数、アフォーダブル住宅を供給するコミュニティ開発法人の数も、
1990 年代から顕著に増加している。公共住宅供給が絶無となったわけではないが、低所得
層を対象とする住宅政策の主流が、アフォーダブル住宅へと遷移したのである。
第 4 章 1960 年代のコミュニティ開発
本章では、いったん住宅政策の検討を離れ、1960 年代のコミュニティ開発の試行錯誤の
なかに、今日のコミュニティ開発法人の源流をさぐる。
第二次大戦後のコミュニティ開発の画期となったのは、1961 年からニューヨーク市のロ
ワーイーストサイド地区で展開されたプロジェクト、青少年動員計画 (Mobilization for
Youth) であった。青少年動員計画は、青少年の逸脱行動と貧困の相関関係に着目し、問題
を抱えるコミュニティの自治能力を高める事業の計画、遂行を目指した。失業、教育機会
の貧困、住宅問題など、個別の社会問題に専門化して分業化したサービスを供給者の側か
ら一方的に提供するのではなく、受給者である貧困地区の住民の組織化と自治能力の向上
を通じて、彼らを公正な機会構造へと導こうとしたのである。住民の組織化の拠りどころ
と考えられたのは、コミュニティあるいは近隣と呼ばれる狭域の範域であった。
ロワーイーストサイドの青少年動員計画は、ニューヨーク市政府、公立学校や福祉当局
との間に軋轢を生じさせ、1970 年に終焉する。しかしながら、青少年動員計画は、マイノ
リティであるプエルトリコ系住民の組織化、低所得の賃借人のための住宅相談所の開設、
賃借人のためのアドボカシーを行う住戸住民協議会の組織化などの実績を残した。
1960 年代のコミュニティ開発の最大の画期は、1964 年経済機会法の成立である。同法は、
コミュニティ活動事業 (Community Action Program) と呼ばれる連邦補助事業の根拠法
となった。同法に基づき連邦補助金の交付を受けてコミュニティ活動事業を行おうとする
地方政府は、コミュニティ活動機関 (Community Action Agency) を設立しなければならな
い。注目すべきは、事業採択の条件として、「事業対象地域の住民、および事業対象団体の
構成員の最大限可能な参加を得て計画、実施、管理される事業」（202 条(a)）であることが
要求されたことである。この規定により、コミュニティ活動事業の実質的な担い手である
コミュニティ活動機関に、事業が行われるコミュニティの住民や住民団体が参加する道が
開かれたのである。連邦政府の補助金交付を受けて行われる事業に、その対象となるコミ
ュニティの「最大限可能な参加」が求められるのは、初めてのことであった。
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しかしながら、1966 年と 67 年には、それぞれ改正法が制定されている。法改正の背景
には、補助金交付を受けたコミュニティ活動事業のなかに、事業対象地の外から来た「コ
ミュニティ活動家」によってコントロールされ、地方政府と深刻な対立に陥るものがあっ
たという認識がある。こうした状況を解消するために、66 年法には活動家によって掌握さ
れた事業を新たに連邦補助事業として認可しないことが規定され、67 年法にはコミュニテ
ィ活動機関を州政府の監督下に置くための条項が盛り込まれた。
いずれの改正法も、コミュニティ活動機関の急進性、地方政府との対立に危機感を抱き、
活動家をコミュニティ活動事業から遮断しようとするものであった。2 つの改正法によって、
コミュニティ活動事業の性質が大きく変容したことは、想像に難くない。そして、この変
容こそが、後のコミュニティ開発法人の叢生を準備したと考えることができる。後の 3 つ
の章で述べられるように、コミュニティ開発法人は、地方政府と協力して連邦補助金を獲
得し、さらには民間部門からも資金を調達しつつコミュニティの社会経済的開発を担うア
クターとして成長した。このようなアクターの誕生の前夜に、しばしば市政府と対立しな
がら政治的な急進性を増していったコミュニティ活動機関の興亡があったのである。
第 5 章 アフォーダブル住宅供給への財政的支援
本章では、コミュニティ開発法人のアフォーダブル住宅事業を支える資金源を考察する。
コミュニティ開発法人がアフォーダブル住宅事業に取り組む際に必要となる資金の制度は、
2 つの体系に分けることができる。1 つは、コミュニティ開発包括補助金に代表される連邦
補助金であり、もう 1 つは民間の豊富な資金を導入し、アフォーダブル住宅事業に充てる
ための諸制度である。特に後者は、アフォーダブル住宅事業への民間資金の導入を促す洗
練された仕組みを含んでおり、きわめてアメリカ的な資金運用の術である。
コミュニティ開発包括補助金は、1974 年住宅・コミュニティ開発法を根拠法とする。市
政府が住宅都市開発省に補助金の申請を行い、公布された補助金を、コミュニティ開発法
人をはじめとするコミュニティ開発アクターに配分するのである。補助対象となる事業は、
①主として低中所得層の人びとに益する、②スラム化・荒廃化の予防や除去を促す、③コ
ミュニティの緊要の需要に応える、のいずれかに該当するものである。具体的な事業とし
ては、(ｲ)建築物の除却や修復、(ﾛ)街路や集会所などの設置、(ﾊ)コミュニティの経済開発な
どがある。2005 年度の実績では、全米のコミュニティ開発法人の 52 パーセントがこの補
助金の交付を受けている。
他方、民間資金をコミュニティ開発法人に投入する主要な仕組みは、1977 年コミュニテ
ィ再投資法に基づく社会的資金調達と、1986 年税制改革法を根拠法とするタックスクレジ
ットである。
コミュニティ再投資法の骨子は、①連邦および州の金融監督機関が、金融機関の業務実
態を評価し、②この評価を、種々の許認可申請に際しての配慮事項とすることで、③金融
機関に地域コミュニティの融資需要に応じるよう促すことである。差別的な融資や商慣行
に苦しむ貧困コミュニティで貯蓄された富が、その住民や事業者に投資されずに他地区に
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逃避する状況を改善するねらいがある。
また、同法は、金融事業に関わる許認可申請が金融機関から出された場合に、当該金融
機関が、事業を行うコミュニティでマイノリティや低所得世帯に適正なサービスを提供し
なかったことを理由として、当該コミュニティの住民団体に許認可への異議を申し立てる
ことを認めている。監督機関の許認可を欲する金融機関は、住民団体からの異議申し立て
を回避したい。そのため、金融機関は、異議申し立てを行いうる住民団体と、予めコミュ
ニティへの投資に関わる協定を締結することが合理的と考える。1977 年から 2001 年まで
に、全米で 400 を超える協定が締結されている。
1986 年税制改革法を根拠法とするタックスクレジットの趣旨は、連邦政府や州政府に法
人税を納める義務を有する法人に、低所得世帯向け賃貸住宅事業への出資を促し、出資者
に対して発行されるタックスクレジットに応じて税を減免するというものである。
出資法人がタックスクレジットを交付されるためには、低所得世帯向け住宅事業に多額
の出資をしなければならない。この出資には当然リスクが伴うが、低所得世帯向け住宅事
業そのものから、投資費用を回収することも可能である。というのも、タックスクレジッ
トの交付を受けた住宅の所有者は、15 年の経過後、当該住宅の家賃を市場価格の家賃に改
定することができ、あるいはこれを売却することができるからである。ここに、法人に出
資を促す強い誘因が存在する。ただし、これは、アフォーダブル住宅に入居した世帯に 15
年経過後の退去を求める法的根拠ともなる。出資を受けるコミュニティ開発法人は、15 年
経過後の家賃変動や所有権移転の有無につき、入居者に不利益とならない契約を、出資者
と結ぶことが求められる。また、この契約の締結の場面で、まさにコミュニティ開発法人
の力量が問われることにもなる。このようなリスクを包含するものではあるが、タックス
クレジットは、コミュニティ開発法人にとってきわめて重要な財源となっているのである。
ところで、コミュニティ開発包括補助金は、地方政府を経由して市内の複数のコミュニ
ティ開発法人に配分される。この過程を通じて、コミュニティ開発法人は地方政府と緊密
に連携し、事業計画を練る。また、コミュニティ開発法人は、官民の出資を受けるに際し
て、インターミディアリーの協力も得ながら、監理運営体制を整え、事業計画を適正なも
のへと洗練させる。官民の様々なアクターとの協力関係が必要とされる点こそ、1960 年代
のコミュニティ活動機関と現代のコミュニティ開発法人の、大きな違いとも言いうる。
第 6 章 コミュニティ開発法人による社会経済開発
本章では、そもそもコミュニティ開発法人とは何かについて、先行研究を参照しつつ検
討し、コミュニティ開発法人が担ってきた社会経済的開発の事業に言及する。第 7 章でサ
ンフランシスコのコミュニティ開発法人の組織運営、事業の計画・遂行の実態が俎上に載
せられるのであるが、本章での検討は、そのための準備作業としての意味も持つ。
全米コミュニティ経済開発会議 (NCCED) の調査によると、2005 年現在で全米におよ
そ 4600 ものコミュニティ開発法人が存在する。しかしながら、コミュニティ開発法人と呼
ばれる法人のすべてが、同一の組織形態や活動内容を共有しているわけではない。また、
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連邦レベルの法律にも、州の法律にも、コミュニティ開発法人を明確に定義する条項はな
い。コミュニティ開発法人とは、およそ半世紀にわたって試行錯誤を繰り返してきた社会
経済的開発に与る種々の法人や団体の総称とでもいうべきものなのである。
その一方で、アヴィス・C・ヴィダルやクリストファー・ウォーカーら第一人者の研究か
らは、有力なコミュニティ開発法人に共通する特徴が見えてくる。それらの特徴をまとめ
ると、①内国歳入法 501 条(c)3 の非営利組織に該当する、②近隣に基盤を持ち、コミュニ
ティの代表たる理事会を擁する、③アフォーダブル住宅の供給を最重要の事業とする、④
アフォーダブル住宅の他にも、社会経済的開発の事業を担うというものである。
ここには、コミュニティ開発法人に関する重要な情報がいくつも含まれている。まず、
内国歳入法 501 条(c)3 が適用されれば、法人税の減免を受けることができる。また、政府
の補助金や民間財団の助成を申請する際にも、自身の公益性やガバナンスを強調する根拠
となる。さらに、近隣に基盤を持つとする点にも留意したい。狭域の範域を意味する
neighborhood に基盤を持つということは、コミュニティ開発法人が身近な地域社会をその
活動の主たる範域としていることを意味する。
社会経済的開発とは、職業訓練・斡旋、緊急の食事支援、高齢者向けのサービス、青少
年向けの事業などである。ウォーカーの調査研究によると、調査対象となった 1 千強のコ
ミュニティ開発法人のうち、職業訓練・斡旋を行うものは 28.8 パーセント、緊急食事支援
を行うものは 23.2 パーセント、高齢者向けサービスを行うものは 19.6 パーセントに上る。
これらの事業は、政府部門が直接提供すべきもののように思われる。しかしながら、現代
のアメリカにおける社会経済的開発の特徴は、民間の非営利法人が政府の補助金や民間か
らの資金を活用しつつ実施することである。前章で触れたコミュニティ開発包括補助金や
タックスクレジットなどの資金が、こうした仕組みを支えるのである。このように、コミ
ュニティ開発法人がアフォーダブル住宅事業を始めとする種々の事業を行うためには、
様々な外部資金が必要となり、それらの資金の供給元との協働が求められる。この過程で、
コミュニティ開発法人の組織運営能力、事業遂行能力の向上が期待される。
他方で、ロバート・フィッシャーに代表されるように、民間資金に積極的にアクセスす
るコミュニティ開発法人の姿勢を「民間化キャンペーン」と呼び、これを批判的に検討す
る見方もある。民間金融機関からの支援を必要とするコミュニティ開発法人は、金融機関
や企業の利害と対立する政治的性質を帯びた活動に従事することができない。現代のコミ
ュニティ開発法人は、営利企業に不都合な政治的論争を避け、単一の専門的分野を志向し、
薄弱な組織基盤しか持たず、真の社会的課題の根源を直視することができない。そのため、
コミュニティ開発法人は、困難に直面する人々を真にエンパワーすることができない。こ
れが、フィッシャーの批判の核心である。
このような批判は、コミュニティ開発法人の置かれている状況を考えるうえで、きわめ
て重要な論点を含んでいる。次章では、フィッシャーの批判を念頭に置きつつ、カリフォ
ルニア州サンフランシスコ市のコミュニティ開発法人の活動の実態を検討する。はたして、
コミュニティ開発法人は、フィッシャーの批判的視点に堪えうるものなのであろうか。
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第 7 章 サンフランシスコのコミュニティ開発法人
コミュニティ開発法人の最重要の事業は、アフォーダブル住宅の供給である。住宅のア
フォーダビリティとは、1 つの世帯が、所得のうちの適切、相応の分を超えた支出をするこ
となく住宅を確保できることを意味する。現代のアメリカでは、「適切、相応の分」を世帯
所得の 30 パーセント以下とするのが、住宅政策実務の経験則とされており、連邦政府や地
方政府の住宅政策においては、住宅アフォーダビリティの基準として、世帯所得 30 パーセ
ント以下という数値が採用されている。
上記の住宅アフォーダビリティ基準を前提とすると、サンフランシスコの住宅事業はき
わめて厳しいものである。シリコンバレーを背後に控えるという地理的環境から IT 産業が
隆盛をきわめ、金融産業と観光産業も好調である。不動産価格は上昇を続け、1990 年代前
後以降、住宅の販売価格と賃貸価格が文字通りうなぎ登りの様相を呈している。アフォー
ダブル住宅の需要は他の都市圏にも増して大きく、コミュニティ開発法人が活躍する余地
も大きいのである。他方、本章で言及する 3 つのコミュニティ開発法人は、いずれも 1960
年代から 70 年代にその淵源を有しており、また、居住問題を含むより広範な問題に直面し
た近隣を基盤にして生まれてきたという特徴を共有している。
3 つのコミュニティ開発法人のうち、アフォーダブル住宅事業において顕著な実績をあげ
てきたのが、チャイナタウンを拠点とし、約 1900 戸のアフォーダブル住宅を擁する CCDC
(Chinatown Community Development Center) である。CCDC のアフォーダブル住宅の
うち、2008 年完成のパークビューテラスは、9 階建て 101 戸から成るアパートメントであ
り、共用厨房つきの集会室、文化活動室、図書室なども備える。建設にあたっては、CCDC
と民間開発事業者が市再開発公社から土地を貸借し、その上に建設会社がアパートメント
を築造した。土地造成や建物建設に要した 2500 万ドルの資金調達にあたっては、再開発公
社や複数の民間金融機関が融資を行い、さらに民間ファンドが低所得世帯向けタックスク
レジット制度を利用して資金を提供している。CCDC は、金融支援策の豊富化を追い風に
アフォーダブル住宅の実績を伸ばす法人の代表的なものである。
これに対して、社会経済的開発やアドボカシーに注力し続けて存在感を示すのが、1978
年にバーナルハイツに創設された BHNC (Bernal Heights Neighborhood Center) である。
BHNC は、アフォーダブル住宅供給のほか、高齢者ケア、職業訓練・斡旋、放課後教育、
フェスティバルの開催、コミュニティ新聞の隔月刊行などを事業内容とする。本章で注目
したのは、バーナルハイツでの再開発圧力の高まりを契機として、BHNC が近隣の住民や
商業者らの参加を得て作成した代替案、コミュニティビジョン(Community Vision) である。
コミュニティビジョンの作成のために、BHNC は民間財団から資金助成を受けて、コミ
ュニティ集会や公開ワークショップ、実地調査、市政府の諸機関や地域の事業者および住
民への面接調査、放課後プログラムでのワークショップ、アンケートを重ねた。コミュニ
ティビジョンには様々な具体的提案が盛り込まれたが、それらは、バーナルハイツにとり
望ましくない土地利用への規制を志向するものである。しかしながら、現時点でコミュニ
ティ開発法人は、都市計画上、近隣の人々の「総意」を代表する公的な機関として位置づ
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けられたものではない。つまり、コミュニティ開発法人を媒介して表出された意見が、近
隣の住民の「総意」として直ちに高次の正統性を認められるわけではないのである。私法
人であるコミュニティ開発法人が、公共的な事がらに関して住民の意見をまとめ、それを
当該地区の公共的意思として通用させる制度はないのである。これは、現代のコミュニテ
ィ開発法人の正統性の限界であり、公共的意思決定の法理からくる当然の帰結である。
では、コミュニティビジョンの作成は、近隣の住民の公的な意思として市政府に認知さ
れない以上、意味のないものなのであろうか。それは否、というべきである。なぜならば、
BHNC によるコミュニティビジョンの作成は、バーナルハイツの住民の総意を公式の都市
計画に反映させることを唯一の目的とするものではないからである。BHNC の真の意図は、
バーナルハイツに住み、あるいはそこで働く人々がこの近隣に生起する様々な課題を知り、
議論する場を創出することにこそあった。コミュニティビジョンが都市計画に反映されな
くとも、その作成の過程に参加した人びとは、他の参加者と議論を重ね、意見交換し、近
隣の将来のあるべき姿を描きだした。その将来像には、多様な所得層がこの近隣で生きて
いくことを可能にする住宅のあり方も含まれている。それは、たとえ市政府の公式の認知
を得るものではないにしても、近隣の自治を目指す試みであったと評価すべきであろう。
結び
アメリカにおいては、人々の福利厚生は政府の配慮によって与えられるべきものではな
く、それを必要とする者が自ら確保すべきとする思潮が根強い。そのような社会で、自助
のみでは生きていけない人びとへのケアの一端を、コミュニティ開発法人は担ってきた。
その社会的使命とケアの機能が最も鮮やかに表れるのが、アフォーダブル住宅事業であ
る。公共住宅政策が十分に展開しなかったアメリカで、アフォーダブル住宅事業は、特に
住宅コストの高い都市部に生きる低所得世帯に住宅確保の機会を提供してきた。もちろん、
これだけで、必要とされる住宅すべてを調達できるわけではない。それでも、コミュニテ
ィ開発法人のアフォーダブル住宅事業は、アメリカの住宅事情に少なからぬインパクトを
与えてきたといってよい。さらに、アフォーダブル住宅事業に関わって興味深い点は、こ
の事業に直接の助成を行う連邦政府の補助金と並んで、これを側面から支援する税制と金
融法制が整備されていることである。政府による公共住宅の直接供給ではなく、民間の非
営利法人が事業を計画、遂行することを促すしくみが、民間金融を誘導しつつ整えられて
きたのである。
コミュニティ開発法人の提供する厚生は、住宅にとどまらない。長期にわたり安定的に
活動してきたコミュニティ開発法人は、住民のためのレクリエーション、高齢者や社会的
弱者へのケア、放課後教育など、実に様々なプログラムを提供している。地域のフェステ
ィバルを主催するコミュニティ開発法人さえ存在する。これらのプログラムの目的は、レ
クリエーションや食事支援にとどまらず、近隣に生きる人々に交流と親睦の機会を提供す
ることでもある。確かにこれらの事業は、すべての市民が経済社会のなかで直面しうるリ
スクに応じた、普遍的な給付を保障するものではない。それ自体が所得保障となり、ある
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いはセーフティネットとなるものではない。したがって、コミュニティ開発法人の事業は、
それなくしては生計を維持できない困窮者に対して直接向けられる行政給付とは異なる。
むしろ、コミュニティ開発法人の事業は、近隣という身近な地域社会の連帯を可能な限
り維持する努力――その維持が困難であるとしても、可能な限り連帯の溶解に抗おうとす
る努力――に発するように思われる。比喩的な表現を用いるならば、「近隣という土壌を耕
し地力を高めることによって、そこに生きる人々の厚生を増進させる」ことである。こう
した地道な営みを継続することで、近隣の連帯を維持し、そこに生きる人々が直面する様々
なリスクへの抵抗力を涵養する営みというべきなのである。
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